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1. 概要 

 本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規

則」という。）第 11 条，第 52 条及びそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則の解釈」にて適合することを要求している「実用発電用原子炉及びその附属施設の

火災防護に係る審査基準（令和 2年 3月 31 日原子力規制委員会）」（以下「火災防護に係る審査基

準」という。）に適合する設計とするため，Ⅵ-1-1-8「発電用原子炉施設の火災防護に関する説明

書」（以下「Ⅵ-1-1-8」という。）に示す火災感知設備及び消火設備が，火災防護上重要な機器等

の耐震クラス及び重大事故等対処施設の区分に応じた地震力に対して耐震性を有することを確認

するための耐震計算方針について説明するものである。 

火災防護設備の計算結果は，Ⅵ-2-別添 1-2-1「火災感知器の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-

別添 1-2-2「火災受信機盤の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-別添 1-3-1「ボンベラックの耐震性

についての計算書」，Ⅵ-2-別添 1-3-2「選択弁の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-別添 1-3-3「制

御盤の耐震性についての計算書」及びⅥ-2-別添 1-3-4「管の耐震性についての計算書（消火設備）」

に示すとともに，動的地震力の水平２方向及び鉛直方向の組合せに対する各設備の影響評価結果

をⅥ-2-別添 1-4「火災防護設備の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価」に

示す。 
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2. 一般事項 

2.1 評価方針 

応力評価は，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに

許容応力に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した

固有周期に基づく設計用地震力による応力が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。また，機能維持評価は，地震時の応答加速度が機

能確認済加速度以下であることを「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。 

耐震評価フローを図2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 耐震評価フロー 

 

2.2 評価対象設備 

評価対象設備は，Ⅵ-1-1-8のうち「5.1 火災感知設備について」に示す火災感知設備のう

ち火災感知器及び火災受信機盤及び「5.2 消火設備について」に示す消火設備のうちボンベ

ラック，選択弁，制御盤（全域ガス消火設備）及び配管（消火設備）を対象とする。 

火災感知設備の構造計画を表2－1から表2－2に，消火設備の構造計画を表2－3から表2－6に

示す。  

固有値解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

機能維持評価 

解析モデルの設定 

地震応答解析 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（1/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器① 

火災感知器①は，丸形露出ボックスに取り

付け，丸形露出ボックスに接続された電線

管を配管クランプにてチャンネルに固定す

る。チャンネルは，基礎ボルトにて天井に

固定する。 

・煙感知器 

・熱感知器 

図 2－2 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 重量（kg） 

煙感知器 0.125 

熱感知器 0.137 

 

図 2－2 火災感知器①の概要図 

  

（正面図） （側面図） 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（2/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器② 

火災感知器②は，基礎ボルトにて，天井に

固定する。 

・煙感知器

(防爆) 

・熱感知器

(防爆) 

図 2－3 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 重量（kg） 

煙感知器（防爆） 3.0 

熱感知器（防爆） 2.5 

 

図2－3 火災感知器②の概要図  
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（3/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器③ 

火災感知器③は，取付ボルトにて支持架台

に取付け，支持架台を基礎ボルトにて壁に

固定する。 

・炎感知器 

図 2－4 

 

 

  

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 重量（kg） 

炎感知器 0.65 

 

図2－4 火災感知器③の概要図 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（4/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器④ 
火災感知器④は，取付ボルトにて架台に取

付け，架台を基礎ボルトにて壁に固定する。 

・煙吸引式検

出設備 
図 2－5 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 重量（kg） 

煙吸引式検出設備 2.0 

 

図 2－5 火災感知器④の概要図  
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（5/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災感知器⑤ 

火災感知器⑤は，取付ボルトにて支持架台

に取付け，支持架台を基礎ボルトにて壁に

固定する。 

・熱感知カメ

ラ 図 2－6 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

機器名称 重量（kg） 

熱感知カメラ 5.0 

 

 

図 2－6 火災感知器⑤の概要図 

  

（正面図） （側面図） 
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表 2－2 火災防護設備のうち火災受信機盤の構造計画（1/3） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災受信機盤① 

火災受信機盤①は，取付ボルトにてチャン

ネルベースに設置する。チャンネルベース

は溶接にて基礎に埋め込まれた金物に固定

する。 

直立形 

（鋼材及び

鋼板を組み

合わせた自

立閉鎖型の

盤） 

図 2－7 

 

 

 

 

図 2－7 火災受信機盤①の概要図 
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表 2－2 火災防護設備のうち火災受信機盤の構造計画（2/3） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災受信機盤② 

火災受信機盤②は，取付ボルトにてチャン

ネルベースに設置する。チャンネルベース

は溶接にて基礎架台に固定され，基礎架台

は基礎ボルトにて基礎に設置する。 

直立形 

（鋼材及び

鋼板を組み

合わせた自

立閉鎖型の

盤） 

図 2－8 

 

 

 

図 2－8 火災受信機盤②の概要図  
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表 2－2 火災防護設備のうち火災受信機盤の構造計画（3/3） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災受信機盤③ 

火災受信機盤③は，取付ボルトにてチャン

ネルベースに設置する。チャンネルベース

は基礎ボルトにて基礎に設置する。また，

モニタはボルトにて盤に固定する。 

直立形 

（鋼材及び

鋼板を組み

合わせた自

立閉鎖型の

盤） 

図 2－9 

 

 

 

 

 

図 2－9 火災受信機盤③の概要図 

  

チャンネルベース 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ） 

取付ボルト 

盤 

床 

（正面図） （側面図） 

800 800 

405 
4
00
 

7
10
 6
60
 

5
0 

（単位：mm） 

モニタ 

モニタ 



 

11 

 

S
2 
補

 
Ⅵ
-
2-
別

添
1
-1
 R
0 

表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（1/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（68ℓ 2 列 6 本用） 

容器弁は，ガスボンベにねじ込み固定する。

ガスボンベは，ボンベ固定及びボンベ押さ

えによってボンベラックに固定し，ボンベ

ラックは基礎ボルトにて基礎に設置する。

また，集合管はボンベラックに固定する。 

ガスボンベ 

及び容器弁 

（直立形） 

図 2－10 

 

 

 

図 2－10 ボンベラック（68ℓ 2 列 6 本用）の概要図 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（2/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（68ℓ 1 列 6 本用） 

容器弁は，ガスボンベにねじ込み固定する。

ガスボンベは，ボンベ固定及びボンベ押さ

えによってボンベラックに固定し，ボンベ

ラックは基礎ボルトにて基礎に設置する。

また，集合管はボンベラックに固定する。 

ガスボンベ 

及び容器弁 

（直立形） 

図 2－11 

 

 

図 2－11 ボンベラック（68ℓ 1 列 6 本用）の概要図 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（3/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（24ℓ 壁掛 5本用） 

容器弁は，ガスボンベにねじ込み固定す

る。ガスボンベは，ボンベ固定及びボン

ベ押さえによってボンベラックに固定

し，ボンベラックは基礎ボルトにて壁に

設置する。また，集合管はボンベラック

とは独立して固定する。なお，容器弁の

形状が全域ガス消火設備用とケーブル

トレイ消火用で異なるが，ガスボンベ及

びボンベラックは同じ構造である。 

ガスボンベ 

及び容器弁 

（壁掛形） 

図 2－12 

 

 

 

図 2－12 ボンベラック（24ℓ 壁掛 5本用）の概要図 

  

（単位：mm） 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（4/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（24ℓ 1 列 2 本用） 

容器弁は，ガスボンベにねじ込み固定す

る。ガスボンベは，ボンベ固定及びボン

ベ押さえによってボンベラックに固定

し，ボンベラックは基礎ボルトにて基礎

に設置する。また，集合管はボンベラッ

クに固定する。 

ガスボンベ 

及び容器弁 

（直立形） 

図 2－13 

 

 

 

図 2－13 ボンベラック（24ℓ 1 列 2 本用）の概要図 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（5/5） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（68ℓ 2 列 5 本用） 

容器弁は，ガスボンベにねじ込み固定す

る。ガスボンベは，ボンベ固定及びボン

ベ押さえによってボンベラックに固定

し，ボンベラックは基礎ボルトにて基礎

及び壁に設置する。また，集合管はボン

ベラックとは独立して固定する。 

ガスボンベ 

及び容器弁 

（壁支持を

含む直立

形） 

図 2－14 

 

 

図 2－14 ボンベラック（68ℓ 2 列 5 本用）の概要図 
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1800 

8
50
 

ボンベラック平面図 

壁 

容器弁（全域ガス消火設備用）外観図 

1
65
0 

ガスボンベ 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

容器弁 

床 

ボンベラック正面図 

集合管 

 

ボンベラック側面図 

ボンベ押さえ 

ボンベ固定 

天井 
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表 2－4 火災防護設備のうち選択弁の構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

選択弁 

選択弁は，集合管に取り付けて固定する。

集合管及び起動装置格納箱は，選択弁ラッ

クに固定し，選択弁ラックは基礎ボルトに

て基礎に設置する。 

選択弁， 

集合管及び 

選択弁ラック 

（直立形） 

図 2－15 

 

 

 

図 2－15 選択弁の概要図 

 

 

 

  

（単位：mm） 

選択弁ラック正面図 

選択弁ラック平面図 選択弁外観図 

選択弁(65A) 

基礎ボルト 

  (ケミカルアンカ) 

集合管 

選択弁(40A) 

選択弁ラック 

300 1000 

3
00
 

床 

起動装置格納箱 

起動装置格納箱 

選択弁ラック側面図 

9
00
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表 2－5 火災防護設備のうち制御盤（全域ガス消火設備）の構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

制御盤 

（全域ガス消火

設備） 

制御盤（全域ガス消火設備）は，チャンネ

ルベースに取付ボルトで設置する。チャン

ネルベースは基礎ボルトにて壁に設置す

る。 

壁掛形 

（鋼材及び鋼板を

組み合わせた壁掛

形の盤） 

図 2－16 

 

 

 

 

機器名称 
制御盤（全域ガス消火設備） 

自動 3回線 

制御盤（全域ガス消火設備） 

自動 9回線 

たて 200 200 

横 550 700 

高さ 950 1400 

図 2－16 制御盤（全域ガス消火設備）の概要図＊ 

注記＊：制御盤（全域ガス消火設備）のうち自動 9 回線の制御盤（全域ガス消火設備）を代表に記載する。

高
さ 

（正面図） 

横 

 

たて チャンネルベース 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ）

取付ボルト 

（側面図） （単位：mm） 

壁 
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表 2－6 火災防護設備のうち配管（消火設備）の構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

配管 

（ケーブルトレイ消火設備） 

配管（ケーブルトレイ消火設備）はケ

ーブルトレイ外において，配管の自在

性を活かすために，ＵボルトやＵバン

ド等にて支持することなくパンチン

グトレイ内に設置する。 

配管 図 2－17 

 

 

図 2－17 配管（ケーブルトレイ消火設備）の概要図 

ケーブルトレイ 

ステンレスバンド 

不燃シート固定用バンド 

噴射ノズル 

フレキシブル管 

パンチングトレイ 

感知チューブ 

ガスボンベ 

ボンベラック 

配管 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 

・鋼構造設計基準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 
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2.4 記号の説明 

表 2－7 火災感知器①の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ｍｉ 火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂｉ， 

Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ  
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表 2－8 火災感知器②の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ｍｉ 火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂｉ， 

Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ  
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表 2－9 火災感知器③の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 
 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ａｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離＊1 mm 

ｂｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

３ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

ｍｉ 火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（前後方向）＊1  ― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（左右方向）＊1  ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ａｉ，ｂｉ，３ｉ，

ｎｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτ

ｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 
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＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 
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表 2－10 火災感知器④の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 
 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ａｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離＊1 mm 

ｂｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

３ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

ｍｉ 火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（前後方向）＊1  ― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（左右方向）＊1  ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ａｉ，ｂｉ，３ｉ，

ｎｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτ

ｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 
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＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 
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表 2－11 火災感知器⑤の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

N 
 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ａｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離＊1 mm 

ｂｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

３ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

ｍｉ 火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（前後方向）＊1  ― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（左右方向）＊1  ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ａｉ，

ｂｉ，３ｉ，ｎｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，
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σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 
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表 2－12 火災受信機盤の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

ｍｉ 盤の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（直立形）＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂｉ， 

Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 
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表2－13 ボンベラックの応力評価に用いる記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ ボンベラック部材の断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｓｘ ボンベラック部材のせん断断面積（ｘ方向） mm2 

Ａｓｙ ボンベラック部材のせん断断面積（ｙ方向） mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣⅤ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｏ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 MPa 

Ｆｘ ボンベラック部材のせん断力（ｘ方向） N 

Ｆｙ ボンベラック部材のせん断力（ｙ方向） N 

Ｆｓｂ 基礎ボルトのせん断力 N 

Ｆｔm  ボンベラック部材の軸力 N 

Ｆｔｂ 基礎ボルトの引張力 N 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

fｔｍ ボンベラック部材の許容引張応力 MPa 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｊ ボンベラック部材のねじり定数 mm4 

Ｍｘ ボンベラック部材の曲げモーメント（ｘ方向） N･mm 

Ｍｙ ボンベラック部材の曲げモーメント（ｙ方向） N･mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の MPa 

 40℃における値  

Ｔ ボンベラック部材のねじりモーメント N･mm 

ｔ ボンベラック部材の最大板厚 mm 

Ｚｘ ボンベラック部材の断面係数（ｘ方向） mm3 

Ｚｙ ボンベラック部材の断面係数（ｙ方向） mm3 

σｂ ボンベラック部材に生じる曲げ応力 MPa 

σｆ ボンベラック部材に生じる組合せ応力 MPa 

σｆa ボンベラック部材に生じる軸応力と曲げ応力の和 MPa 

σｔ ボンベラック部材に生じる軸応力 MPa 

σｔｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

τ ボンベラック部材に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 
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表2－14 選択弁の応力評価に用いる記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 選択弁ラック部材の断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｓｘ 選択弁ラック部材のせん断断面積（ｘ方向） mm2 

Ａｓｙ 選択弁ラック部材のせん断断面積（ｙ方向） mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣⅤ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｏ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 MPa 

Ｆｘ 選択弁ラック部材のせん断力（ｘ方向） N 

Ｆｙ 選択弁ラック部材のせん断力（ｙ方向） N 

Ｆｓｂ 基礎ボルトのせん断力 N 

Ｆｔｍ 選択弁ラック部材の軸力 N 

Ｆｔｂ 基礎ボルトの引張力 N 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

fｔ 選択弁ラック部材の許容引張応力 MPa 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｊ 選択弁ラック部材のねじり定数 mm4 

Ｍｘ 選択弁ラック部材の曲げモーメント（ｘ方向） N･mm 

Ｍｙ 選択弁ラック部材の曲げモーメント（ｙ方向） N･mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の MPa 

 40℃における値  

Ｔ 選択弁ラック部材のねじりモーメント N･mm 

ｔ 選択弁ラック部材の最大板厚 mm 

Ｚｘ 選択弁ラック部材の断面係数（ｘ方向） mm3 

Ｚｙ 選択弁ラック部材の断面係数（ｙ方向） mm3 

σｂ 選択弁ラック部材に生じる曲げ応力 MPa 

σｆ 選択弁ラック部材に生じる組合せ応力 MPa 

σｆa 選択弁ラック部材に生じる軸応力と曲げ応力の和 MPa 

σｔ 選択弁ラック部材に生じる軸応力 MPa 

σｔｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

τ 選択弁ラック部材に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 
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表 2－15 制御盤（全域ガス消火設備）の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 

N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 

N 
 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1, ＊3 mm 

２ｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1, ＊3 mm 

３ｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ｍｉ 盤の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（前後方向）
（壁掛形）＊1 

― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（左右方向）
（壁掛形）＊1 

― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，３ｉ，

ｎｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτ

ｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 
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＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 

  



 

33 

 

S
2 
補

 
Ⅵ
-
2-
別
添

1
-1
 R
0 

表 2－16 配管（消火設備）の応力評価に用いる記号の定義（1/2） 

記号 記号の説明 単位 

Ｂ１，Ｂ２， 

Ｂ２ｂ，Ｂ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数（一次応力の計算

に使用するもの） 

― 

Ｃ２，Ｃ２ｂ， 

Ｃ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数（一次＋二次応力

の計算に使用するもの） 

― 

Ｄ０ 管の外径 mm 

Ｅ 設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 に規定する縦弾性係

数 

MPa 

ｉ１ 応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.33 の

いずれか大きい方の値 

― 

ｉ２ 応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.0 の

いずれか大きい方の値 

― 

Ｋ２，Ｋ２ｂ， 

Ｋ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数（ピーク応力の計

算に使用するもの） 

― 

Ｍａ 管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る。）により生じ

るモーメント 

N･mm 

Ｍｂ 耐震性についての計算：管の機械的荷重（地震を含めた短期的荷

重）により生じるモーメント 

N･mm 

Ｍｂ⚹ 地震による慣性力により生じるモーメントの全振幅 N･mm 

Ｍｂｐ 耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続され

る分岐管の機械的荷重（地震による慣性力を含む。）により生じ

るモーメント 

N･mm 

Ｍｂｓ 耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続され

る分岐管の地震による慣性力と相対変位により生じるモーメン

トの全振幅 

N･mm 

Ｍｃ 耐震性についての計算：地震による相対変位により生じるモーメ

ントの全振幅 

N･mm 

Ｍｉｐ 耐震性についての計算：管の機械的荷重（地震による慣性力を含

む。)により生じるモーメント 

N･mm 

Ｍｉｓ 耐震性についての計算：管の地震による慣性力と相対変位により

生じるモーメントの全振幅 

N･mm 

Ｍｒｐ 耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続され

る主管の機械的荷重（地震による慣性力を含む。）により生じる

モーメント 

N･mm 
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表 2－16 配管（消火設備）の応力評価に用いる記号の定義（2/2） 

記号 記号の説明 単位 

Ｍｒｓ 耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続され

る主管の地震による慣性力と相対変位により生じるモーメント

の全振幅 

N･mm 

ｎｉ 繰返し荷重 iの実際の繰返し回数 回 

Ｎｉ 繰返し荷重 i に対し，設計・建設規格 PPB-3534 に従って算出

された許容繰返し回数 
回 

Ｐ 耐震性についての計算：地震と組合せるべき運転状態における圧

力 
MPa 

Ｓ 最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表

5 に規定する材料の許容引張応力 
MPa 

Ｓℓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に規定する材料の設

計応力強さ 
MPa 

Ｓｎ 一次＋二次応力 MPa 

Ｓｐ ピーク応力 MPa 

Ｓｐｒｍ 一次応力 MPa 

Ｓｔ ねじりによる応力 MPa 

Ｓｔ＋Ｓｂ 曲げとねじりによる応力 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設

計降伏点 
MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に規定する材料の設

計引張強さ 
MPa 

ｔ 管の厚さ mm 

Ｕ 運転状態Ⅰ，Ⅱにおける疲労累積係数 ― 

ＵＳｄ Ｓｄ地震動のみによる疲労累積係数 ― 

ＵＳｓ Ｓｓ地震動のみによる疲労累積係数 ― 

Ｚ，Ｚｉ 管の断面係数 mm3 

Ｚｂ 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数 mm3 

Ｚｒ 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 mm3 

εｅ Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，弾性解析によ

り計算したときのひずみであり，次の計算式により計算した値 

εｅ＝σ⚹／Ｅ 

σ⚹：弾性解析によるミーゼス相当応力 

― 

εｅｐ Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，材料の応力－

ひずみ関係として，降伏応力をＳｍの 1.5 倍の値とした弾完全塑

性体とした弾塑性解析により計算したときのひずみであり，次の

計算式により計算した値 

εｅｐ＝σ／Ｅ＋εｐ 

σ：弾塑性解析によるミーゼス相当応力 

εｐ：弾塑性解析によるミーゼス相当塑性ひずみ 

― 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表2－17から表2－22に示すとおりである。 

 

表 2－17 火災感知器の表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

機能維持評価用加速度 ×9.8m/s2 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点以下第 2位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。  
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表2－18 火災受信機盤の表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。  
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表 2－19 ボンベラックの表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長
さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

機能維持評価用加速度 ×9.8m/s2 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点以下第 2位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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表 2－20 選択弁の表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長
さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

機能維持評価用加速度 ×9.8m/s2 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点以下第 2位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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表 2－21 制御盤（全域ガス消火設備）の表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。  
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表 2－22 配管（消火設備）の表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 
寸法 mm 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

変位量 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

計算条件 

圧力 MPa 小数点第 3位 四捨五入 小数点第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

厚さ mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

縦弾性係数 MPa 小数点第 1位＊2 四捨五入 整数位＊2 

質量 kg 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

ばね定数 N/mm 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

回転ばね定数 N･mm/rad 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

方向余弦 ― 小数点第 5位 四捨五入 小数点第 4位 

許容応力＊3 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

減衰定数 ％ ― ― 小数点第 1位 

解析結果

及び評価 

固有周期 s 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

震度 ― 小数点第 3位 切上げ 小数点第 2位 

刺激係数 ― 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

計算応力 MPa 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

計算荷重及び反力 kN 小数点第 1位 切上げ 整数位＊4 

モーメント kN・m 小数点第 1位 切上げ 整数位＊4 

許容荷重 kN 小数点第 1位 切捨て 整数位＊4 

疲労累積係数 ― 小数点第 5位 切上げ 小数点第 4位 

機能維持評価用 

加速度 
×9.8m/s2 小数点第 3位 切上げ 小数点第 2位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点第 2位 

注記＊1：必要に応じて小数点第 3位表示とする。また，静水頭は「静水頭」と記載する。 

＊2：必要に応じて処理桁を有効数字 4桁，表示桁を有効数字 3桁とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，比例法 

により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

＊4：必要に応じて小数点第 1位表示とする。  



 

41 

 

S
2 
補

 
Ⅵ
-
2-
別
添

1
-1
 R
0 

3. 評価部位 

火災防護設備の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，以下について

評価を実施する。 

 

(1) 火災感知器 

a. 基礎ボルト及び取付ボルト 

火災感知器は，耐震性を有する原子炉建物等にボルト等で固定し，主要な構造部材が火災

防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，火災を早期に感

知する機能を保持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，火災感知器を固定する基礎ボルト及び取付ボルトの許容限界は，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルに留

まって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針としている。

これを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下

とすることを許容限界として設定する。 

 

(2) 火災受信機盤 

a. 基礎ボルト及び取付ボルト 

火災受信機盤は，耐震性を有する廃棄物処理建物等にボルトで固定し，主要な構造部材が

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，火災を早期

に感知する機能を保持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，火災受信機盤を固定する基礎ボルト及び取付ボルトの許容限界は，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルに

とどまって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針としてい

る。これを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力

以下とすることを許容限界として設定する。 

 

(3) ボンベラック 

a. ボンベラック及び基礎ボルト 

ボンベラックは，耐震性を有する原子炉建物等にボルトで固定し，主要な構造部材が火災

防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，火災を早期に消

火する機能を維持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，ボンベラックの構成品であるボンベラック部材及び基礎ボルトの許容限界は，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小な

レベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針

としていることを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許

容応力以下とすることを許容限界として設定する。 
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(4) 選択弁 

a. 選択弁ラック及び基礎ボルト 

選択弁ラックは，耐震性を有する原子炉建物等にボルトで固定し，主要な構造部材が火災

防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，火災を早期に消

火する機能を維持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，選択弁の構成品である選択弁ラック及び基礎ボルトの許容限界は，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルに

とどまって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針としてい

ることを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力

以下とすることを許容限界として設定する。 

 

(5) 制御盤（全域ガス消火設備） 

a. 基礎ボルト及び取付ボルト 

制御盤（全域ガス消火設備）は，耐震性を有する原子炉建物等に支持構造物を介してボル

トで固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火

災の影響を限定し，火災を早期に消火する機能を維持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，制御盤（全域ガス消火設備）を固定する基礎ボルト及び取付ボルトの許容限

界は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が

微小なレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評

価方針としていることを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態Ⅳ

ＡＳの許容応力以下とすることを許容限界として設定する。 

 

 

(6） 配管（消火設備） 

a. 管及び支持構造物 

配管（ケーブルトレイ消火設備を除く。）は，耐震性を有する原子炉建物等に支持構造物

を介してボルトで固定し，主要な構造部材が，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設に対する火災の影響を限定し，火災を早期に消火する機能を維持可能な構造強度を有す

る設計とする。 

したがって，管及び支持構造物の許容限界は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，塑性

ひずみを生じる場合であっても，その量が微小なレベルに留まって破断延性限界に十分な余

裕を有することを計算により確認する評価方針としていることを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とすることを許容限界として設

定する。 

配管のうちケーブルトレイ消火設備は，配管の自在性を活かすために，配管をＵボルトや

Ｕバンド等にて支持することなく，パンチングトレイ内に設置することで基準地震動Ｓｓに

よる地震力に対し，主要な構造部材が火災を早期に消火する機能を維持可能な構造強度を有

する設計とする。  
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4. 固有周期 

火災感知設備及び消火設備の固有周期は，理論式，振動試験（正弦波掃引試験），３次元ＦＥ

Ｍモデルによる解析により求める。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

5.1.1 火災感知器 

（1）火災感知器及び支持架台又は固定金具の質量は重心に集中しているものとする。 

（2）地震力は火災感知器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。また，水平

方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用する。 

（3）火災感知器は，取付ボルトにて固定金具又は支持架台に取付けられている。固定金具又

は支持架台は，基礎ボルトにて建物躯体部に固定されているため，固定金具又は支持架

台と建物躯体部との固定部を固定端とする。 

（4）天井取付型の火災感知器の転倒方向は，図 5-1 及び図 5-2 における左右方向及び前後方

向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方を記載する。 

（5）壁掛型の火災感知器の転倒方向は，図 5-3 から図 5-5 における左右方向及び前後方向に

ついて検討し，計算書には計算結果の厳しい方を記載する。 

（6）火災感知器及び固定金具又は支持架台の重心位置については，転倒方向を考慮して，実

機での重心位置又は計算条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行

う。 

（7）耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.1.2 火災受信機盤 

火災受信機盤の構造強度評価は，VI-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

5.1.3 ボンベラック 

（1）ボンベラックについては，３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析から求めた荷重を用

いて構造強度評価を実施する。 

（2）ガスボンベは，ボンベラックに固定され，ボンベラックは，基礎ボルトにより建物躯体

である壁若しくは床に固定される。 

（3）動的地震力による解析は固有値解析の結果，１次固有振動数が20Hz以上の場合は剛構造

として最大応答加速度の1.2倍の加速度による静的解析を行い，20Hz未満の場合は柔構造

としてスペクトルモーダル解析を行う。 

（4）耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.1.4 選択弁 

（1）選択弁ラックについては，３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析から求めた荷重を用
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いて構造強度評価を実施する。 

（2）選択弁は，集合管に固定され，選択弁ラックは，基礎ボルトにより建物躯体である床に

固定される。 

（3）動的地震力による解析は固有値解析の結果，１次固有振動数が20Hz以上の場合は剛構造

として最大応答加速度の1.2倍の加速度による静的解析を行い，20Hz未満の場合は柔構造

としてスペクトルモーダル解析を行う。 

（4）耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.1.5 制御盤（全域ガス消火設備） 

制御盤（全域ガス消火設備）の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作

成の方法 添付資料-９ 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計

算方法に基づき行う。 

 

5.1.6 配管（消火設備） 

（1）配管及び支持構造物の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-６ 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に

基づき行う。 

（2）ケーブルトレイ消火設備の配管については，配管の自在性を活かした設置方法であり，

解析による評価が困難であることから，加振試験を行い，加振試験後の外観検査及び気

密試験による健全性の確認及び設置位置での加速度と加振台の最大加速度との比較によ

り，耐震評価を実施する。 

耐震評価に用いる設置位置での加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方

針」に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とし，評価対象フロアは各配管

の中で最上階に設置されたフロアを対象とするが，配管は建物壁に支持されていること

から，評価対象フロアの上下階のうちいずれか大きい方の応答加速度を適用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の種類 

荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示す荷重を用いる。 

 

5.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは，火災起因の荷重は発生しないため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

の「3.1 構造強度上の制限」に示す，機器，配管系の荷重の組合せを用いる。 

評価対象部位ごとの荷重の組合せを表5－1に示す。 

 

5.2.3 許容応力 

許容限界は，Ⅵ-1-1-8の「5.1 火災感知設備について」及び「5.2 消火設備につい

て」に示す設備ごとの構造強度上の性能目標に従い，評価対象部位ごとに設定する。 
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各評価項目の許容限界を表5－2から表5－7に示す。 

 

5.2.4 ボルト許容引張応力 

ボルトの許容引張応力ƒｔｓを次式に示す。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] ･･･････････････････････････ （5.2.4.1） 

 

許容引張応力ƒｔo は下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

𝐹 ＊

2
∙ 1.5 
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表 5－1 設備ごとの荷重の組合せ及び許容応力状態 

施設分類 機器名称 
耐震重要度

分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

ＤＢ 

火災感知器 Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

火災受信機盤 Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

ボンベラック Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

選択弁 Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

制御盤 

（全域ガス消

火設備） 

Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

配管 

（消火設備） 
Ｃ クラス３管 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 5－2 火災感知器の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・f t ＊ 1.5・f s ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。  
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表 5－3 火災受信機盤の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・f t ＊ 1.5・f s ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－4 ボンベラックの許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（部材） 

許容限界＊1，＊2 

（基礎ボルト） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・f  t ＊ 1.5・f t ＊ 1.5・f s ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－5 選択弁の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（部材） 

許容限界＊1，＊2 

（基礎ボルト） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・f  t ＊ 1.5・f t ＊ 1.5・f s ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－6 制御盤（全域ガス消火設備）の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・f  t ＊ 1.5・f  s ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 5－7 配管（消火設備）の許容限界 

許容応力状態 

許容限界 

一次応力 

（曲げ応力含む） 
一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

ⅣＡＳ 0.9・Ｓｕ 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析＊を行い，疲労累

積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓy以下であれば，疲労解析は行わない。 

注記＊：2・Ｓyを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，

(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは 2/3・Ｓyと読み替える）の簡易弾塑性解析を用いる。 
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5.3 設計用地震力 

地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づく地震力又はそれを上回

る地震力を設定する。 

 

5.4 計算方法 

5.4.1 火災感知器①の計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震力による震度により作用するモーメントによって生じる引張

応力とせん断応力について計算する。計算モデルを図 5－1に示す。 

 

正面 

(左右方向)  

側面 

(前後方向)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 火災感知器①の計算モデル 

 

(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－1で最外列のボルトを支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

 

Ｆｂｉ＝                     ･････････････････ (5.4.1.1) 

 

 

引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.1.2) 

ℓ11 ℓ21 ℓ11 ℓ21 

ｈ１ 

転倒方向 転倒方向 

天井 
天井 

ｍi・（１＋ＣＶ）・2i・g＋ｍi・ＣＨ・ｈi・g 

ｎfi・（1i＋2i） 

ｍ１・g 

転倒支点となる 
ボルト列 転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 
ボルト列 

引張を受ける 
ボルト列 
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ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.1.3) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝      ････････････････････････････････････････････････ (5.4.1.4) 

  

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 
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5.4.2 火災感知器②の計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震力による震度により作用するモーメントによって生じる引張

応力とせん断応力について計算する。計算モデルを図 5－2に示す。 

 

正面 

(左右方向)  

側面 

(前後方向) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 火災感知器②の計算モデル 

 

(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－2で最外列のボルトを支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

 

Ｆｂｉ＝                      ･･･････････････ (5.4.2.1) 

 

ｈ１ 

ℓ11 ℓ21 

ℓ21 

ℓ11 

ｍi・（１＋ＣＶ）・2i・g＋ｍi・ＣＨ・ｈi・g 

ｎfi・（1i＋2i） 

転倒方向 

転倒方向 

ｍ１・g 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張を受ける 
ボルト列 
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引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.2.2) 

 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.2.3) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝      ････････････････････････････････････････････････ (5.4.2.4) 

  

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 
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5.4.3 火災感知器③の計算方法 

基礎ボルト及び取付ボルトの応力は，地震力による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張応力とせん断応力について計算する。計算モデルを図 5－3に示す。 

 

基礎ボルト（ｉ＝1）  

正面 

(左右方向)  

側面 

(前後方向)  

 

 

 

 

取付ボルト（ｉ＝2）  

正面 

(左右方向)  

側面 

(前後方向)  

 

 

 

 
 

図 5－3 火災感知器③の計算モデル 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－3で最外列のボルトを支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

Ｆｂ１ｉ＝                      ･･･････････････ (5.4.3.1) 

 

Ｆｂ２ｉ＝                       ････････････････ (5.4.3.2) 

 

Ｆｂｉ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ） ･･････････････････････････････････････ (5.4.3.3) 

 

引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.3.4) 

 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂ１ｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.3.5) 

Ｑｂ２ｉ＝ｍｉ・（1＋ＣＶ）・g ････････････････････････････････････････････ (5.4.3.6) 

Ｑｂｉ＝ （Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2  ･･･････････････････････････････････ (5.4.3.7) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝       ･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.3.8) 

  

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 

√ 

＋ 
ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g 

ｎfＶi・ｂi ｎｆＨi・ａi 

ｍi・CH・ｈi・g 

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g＋ｍi・CH・ℓ３i・g 

ｎfＶi・ｂi 
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引張を受ける 
ボルト列 

5.4.4 火災感知器④の計算方法 

基礎ボルト及び取付ボルトの応力は，地震力による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張応力とせん断力について計算する。計算モデルを図 5－4に示す。 

 

基礎ボルト（ｉ＝1）  

正面 

(左右方向)  

側面 

(前後方向)  

 

 

 

 

取付ボルト（ｉ＝2）  

正面 

(左右方向)  

側面 

(前後方向)  

 

 

 

 

 

図 5－4 火災感知器④の計算モデル 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－4で最外列のボルトを支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

 

Ｆｂ１ｉ＝                      ･･･････････････ (5.4.4.1) 

 

 

Ｆｂ２ｉ＝                       ････････････････ (5.4.4.2) 

 

Ｆｂｉ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ） ･･････････････････････････････････････ (5.4.4.3) 

 

引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.4.4) 

 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

Ｑｂ１ｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.4.5) 

Ｑｂ２ｉ＝ｍｉ・（1＋ＣＶ）・g ･･････････････････････････････････････････ (5.4.4.6) 

Ｑｂｉ＝ （Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2 ･･･････････････････････････････････ (5.4.4.7) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝      ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.4.8) 

 

  

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 

＋ 
ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g 

ｎfＶi・ｂi ｎｆＨi・ａi 

ｍi・CH・ｈi・g 

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g＋ｍi・CH・ℓ３i・g 

ｎfＶi・ｂi 
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5.4.5 火災感知器⑤の計算方法 

基礎ボルト及び取付ボルトの応力は，地震力による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張応力とせん断応力について計算する。計算モデルを図 5－5に示す。 

 

基礎ボルト（ｉ＝1）  

正面 

(左右方向)  

側面 

(前後方向)  

 

 

 

 

取付ボルト（ｉ＝2）  

正面 

(左右方向)  

側面 

(前後方向) 

 

 

 

図 5－5 火災感知器⑤の計算モデル 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－5で最外列のボルトを支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

基礎ボルト（ｉ＝1）の引張力 

 

Ｆｂ１ｉ＝                      ･･･････････････ (5.4.5.1) 

 

Ｆｂ２ｉ＝                       ････････････････ (5.4.5.2) 

 

Ｆｂｉ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ） ････････････････････････････････････････ (5.4.5.3) 

 

取付ボルト（ｉ＝2）の引張力 

（重心がボルト間の外にある場合） 

 

Ｆｂ１ｉ＝                      ･････････････ (5.4.5.4) 

 

（重心がボルト間の内にある場合） 

 

Ｆｂ１ｉ＝                      ･････････････ (5.4.5.5) 

 

引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ･････････････････････････････････････････････････････････(5.4.5.6) 

 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

基礎ボルト（ｉ＝1）のせん断力 

Ｑｂ１ｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.5.7) 

Ｑｂ２ｉ＝ｍｉ・（1＋ＣＶ）・g ････････････････････････････････････････････ (5.4.5.8) 

Ｑｂｉ＝ （Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2   ･･････････････････････････････････ (5.4.5.9) 

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g＋ｍi・CH・ℓ３i・g 

ｎfＶi・ｂi 

＋ 
ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g 

ｎfＶi・ｂi ｎｆＨi・ａi 

ｍi・CH・ｈi・g 

ｍi・（１＋ＣＶ）・1i・g＋ｍi・ＣＨ・ｈi・g 

ｎfi・（2i－1i） 

√ 

ｍi・（１＋ＣＶ）・1i・g＋ｍi・ＣＨ・ｈi・g 

ｎfi・（2i＋1i） 
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取付ボルト（ｉ＝2）のせん断力 

Ｑｂｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.5.10) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝      ････････････････････････････････････････････････ (5.4.5.11) 

 

 

5.4.6 火災受信機盤の計算方法 

火災受信機盤の計算方法は，VI-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-

9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

 

5.4.7 ボンベラックの計算方法 

ボンベラックについては，３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析から求めた荷重を用

いて構造強度評価を実施する。 

また，「2.2 評価対象設備」の表2－3に示すとおり，容器弁は，ガスボンベにねじ込

み固定し，ガスボンベは，ボンベラックに固定し，ボンベラックを基礎ボルトにより据え

付けるため，ボンベラック及び基礎ボルト，それぞれに対し構造強度評価を実施する。 

 

（1）ボンベラックの構造強度評価 

a．ボンベラック部材に発生する組合せ応力の算出 

地震応答解析結果から求めたボンベラック部材の軸応力，曲げ応力及びせん断

応力を用いて，以下の式によりボンベラックの組合せ応力を算出する。 

 

軸応力 

   σt =Ｆｔm

Ａ
 ････････････････････････････････････････････ (5.4.7.1) 

 

曲げ応力 

   σｂ =Ｍｘ

Ｚｙ
൅
Ｍｙ

Ｚｘ
  ･･･････････････････････････････････ (5.4.7.2) 

 

せん断応力 

     τ =
Ｆｘ

Ａsｘ
൅

Ｆｙ

Ａsｙ
൅
Ｔ・ｔ

Ｊ 
 ････････････････････････････ (5.4.7.3) 

 

ボンベラックの組合せ応力 

      σf = ඥσfa2 + 3∙τ2 ･････････････････････････････････ (5.4.7.4) 

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 
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ここで， 

   σfa = σt  + σｂ ････････････････････････････････････ (5.4.7.5) 

 

（2）基礎ボルトの構造強度評価 

a．基礎ボルトに発生する引張応力の算出 

基礎ボルトの引張力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎ボ

ルトの引張応力を算出する。 

σｔｂ =
Ｆｔｂ

Ａｂ
  ･･････････････････････････････････････････ (5.4.7.6) 

 

b．基礎ボルトに発生するせん断応力の算出 

基礎ボルトのせん断力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎

ボルトのせん断応力を算出する。 

τb ൌ Ｆｓｂ

Ａｂ
 ･･･････････････････････････････････････････ (5.4.7.7) 

 

5.4.8 選択弁ラックの計算方法 

選択弁ラックについては，３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析から求めた荷重を用

いて構造強度評価を実施する。 

また，「2.2 評価対象設備」の表2－4に示すとおり，選択弁を取り付けた集合管を選

択弁ラックに固定し，選択弁ラックを基礎ボルトにより据え付けるため，選択弁ラック及

び基礎ボルト，それぞれに対し構造強度評価を実施する。 

 

（1）選択弁ラックの構造強度評価 

a．選択弁ラック部材に発生する組合せ応力の算出 

地震応答解析結果から求めた選択弁ラック部材の軸応力，曲げ応力及びせん断

応力を用いて，以下の式により選択弁ラックの組合せ応力を算出する。 

 

軸応力 

   σt =
Ｆｔm

Ａ
 ･････････････････････････････････････････････ (5.4.8.1) 

 

曲げ応力 

   σｂ =Ｍｘ

Ｚｙ
൅
Ｍｙ

Ｚｘ
  ････････････････････････････････････ (5.4.8.2) 

せん断応力 
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     τ =
Ｆｘ

Ａsｘ
൅

Ｆｙ

Ａsｙ
൅
Ｔ・ｔ

Ｊ 
 ･････････････････････････････ (5.4.8.3) 

 

選択弁ラックの組合せ応力 

      σf = ඥσfa2 + 3∙τ2 ･････････････････････････････････ (5.4.8.4) 

ここで， 

   σfa = σt  + σｂ ････････････････････････････････････ (5.4.8.5) 

 

（2）基礎ボルトの構造強度評価 

a．基礎ボルトに発生する引張応力の算出 

基礎ボルトの引張力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎ボ

ルトの引張応力を算出する。 

σｔｂ =
Ｆｔｂ

Ａｂ
  ･･････････････････････････････････････････ (5.4.8.6) 

 

b．基礎ボルトに発生するせん断応力の算出 

基礎ボルトのせん断力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎

ボルトのせん断応力を算出する。 

τb ൌ Ｆｓｂ

Ａｂ
 ････････････････････････････････････････････ (5.4.8.7) 

 

5.4.9 制御盤（全域ガス消火設備）の計算方法 

制御盤（全域ガス消火設備）の計算方法は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-９ 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に

基づき行う。 

 

5.4.10 配管（消火設備）の計算方法 

配管（消火設備）の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-６ 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき

行う。（ケーブルトレイ消火設備の配管については，配管の自在性を活かした設置方法で

あり，解析による評価が困難であるため加振試験により耐震評価を行う。） 

 

6. 機能維持評価 

火災感知設備及び消火設備は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地

震時又は地震後の動的機能及び電気的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準地

震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 
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機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加速

度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6.1 火災感知器 

火災感知器は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震

後の電気的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6.2 火災受信機盤 

火災受信機盤は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地

震後の電気的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6.3 ボンベラック 

ボンベラックのうち容器弁は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，

地震時又は地震後の動的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6.4 選択弁 

選択弁は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の

動的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度又は配管の応答解析により定まる選択弁の応答加速度のい

ずれか大きい値を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6.5 制御盤（全域ガス消火設備） 

制御盤（全域ガス消火設備）は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較によ
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り，地震時又は地震後の電気的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 




